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【数値の表示方法】
・決算実績の金額については、億円未満切り捨て表示としており、それ以外は四捨五入表示としております。
そのため、内訳と合計は一致しない場合があります。
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７
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【決算情報の公表】

・当社の業績や、今後の業績の見通しについては、決算短信でご案内しております。（詳しくは こちら）

８

https://www.kepco.co.jp/ir/brief/earnings/index.html


１．2022年度部門別収支の算定結果 2

◇経済産業大臣に提出した書類は、こちらをクリックしてください。 2022年度 部門別収支計算書 監査法人による監査報告書

（単位：億円）

特定需要部門
（規制部門）
（8）

一般需要部門
（自由化部門）

（9）

特定需要・一般
需要外部門
（10）

合計

（11）＝（8）＋（9）＋（10）

電気事業収益（1） 4,090 21,439 14 25,544

電気事業費用（2） 4,630 21,255 7 25,894

電気事業外収益（3） 8 0 2,893 2,901

電気事業外費用（4） 0 0 2,744 2,744

税引前当期純利益又は純損失
（5）＝（1）－（2）＋（3）－（4）

▲531 184 155 ▲192

法人税（6） ▲1,463 506 429 ▲527

当期純利益又は純損失
（7）＝（5）－（6）

931 ▲322 ▲273 335

（参考）

電気事業営業費用 5,268 24,771 5 30,045

電気事業利益率 ▲13.2％ 0.9％ － －

［2022年度 部門別収支計算書］

• 徹底した経営効率化に努めたものの、火力燃料費や他社購入電力料の増加などにより当社の
2022年度税引前当期純損益(個別決算)は▲192億円となりました。

• なお、みなし小売電気事業者部門別収支計算規則(経済産業省令)に基づき、部門別収支を
算定した結果、税引前当期純損益は特定需要部門(規制部門)が▲531億円、一般需要部門
(自由化部門)が184億円となりました。

※特定需要・一般需要外部門には、附帯事業営業収益・費用、事業外収益・費用のほか、再エネ特措法交付金に係る事業税等を整理している。
※電気事業収益（1）には、電気事業営業収益から他社販売電力料、賠償負担金相当収益、廃炉円滑化負担金相当収益を控除し、財務収益を加算している。
※電気事業費用（2）には、電気事業営業費用から他社販売電力料、賠償負担金相当収益、廃炉円滑化負担金相当収益に相当する金額を控除し、電気事業財務費用を加算している。

https://www.kepco.co.jp/ir/financial/overview/pdf/overview_att1.pdf
https://www.kepco.co.jp/ir/financial/overview/pdf/overview_att2.pdf


２．2022年度料金原価と実績 3

※小売販売電力量は、自家消費分（建設工事用・事業用電力）を含む。

特定需要部門（規制部門） 全社計 （参考）

送配電関連
原価

実績
(a)

原価
(b)

差異
(a－b)

実績
(c)

原価
(d)

差異
(c－d)

主な増減要因

人件費 212 641 ▲429 971 1,732 ▲761 分社化による影響 869

燃料費 1,229 951 278 8,628 4,160 4,468 火力燃料単価の上昇 68

原子力バックエンド費用 106 145 ▲39 686 594 92 特定放射性廃棄物処分費の増 0

修繕費 184 820 ▲636 943 2,102 ▲1,159 分社化による影響 1,103

公租公課 102 369 ▲267 551 1,398 ▲847 分社化による影響 923

減価償却費 229 734 ▲505 1,182 2,410 ▲1,228 分社化による影響 1,363

購入電力料 1,358 716 642 9,115 2,785 6,330 購入電力単価の上昇 9

接続供給託送料 1,357 0 1,357 5,742 0 5,742 分社化による影響 0

その他の費用 487 1,201 ▲714 2,222 3,474 ▲1,252 分社化による影響 1,626

電気事業営業費用 計 5,268 5,577 ▲309 30,045 18,654 11,391 － 5,962

実績 (a) 原価(b) 差異(a－b)

小売販売電力量（億ｋＷｈ） 1,116 1,092 24

原子力利用率（％） 48.5 48.8 ▲0.3

全日本原油ＣＩＦ価格（＄/ｂ） 102.7 66.4 36.3

為替レート（円/＄） 135 109.5 25.5

＜主な前提諸元＞

※1 原価（特定需要部門・全社計・送配電関連）は、2018年度料金改定織込みから、2020年10月料金改定を踏まえ、
使用済燃料再処理等既発電費を除き、一般負担金過去分（賠償負担金）を加算した値を記載している。

※2 公租公課：電源開発促進税、事業税、固定資産税、雑税、水利使用料。
※3 原子力バックエンド費用：使用済燃料再処理等拠出金費、特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解体費。
※4 (a)(b)(d)の購入電力料、(c)のその他の費用にはネガワット報酬金を含む。

（単位：億円）



• 中期経営計画※1において、2025年度900億円程度※2のコスト構造改革目標を設定しました。
• 2022年度の効率化実績額は年初に計画していた600億円程度※2に対し、780億円※2となり
ました。
※1:2021年3月公表 ※2:中期経営計画策定時の計画値からのコスト削減額

２.（参考）2022年度の経営効率化の実施状況 4

（コスト構造改革の取組み例）

・バリューアナリシス等の活用による工事工数や発注単価の精査 ・外部賃借物件の契約解消
・水力発電所におけるオーバーホールの更なる延伸 など

（参考:調達コスト低減に向けた取組み）
• 材料や人件費の市場価格上昇や一部の部材や部品の長納期化などの調達の課題に適切に対応するとともに、取引先と
協働しバリューチェーン上のあらゆる視点からコスト低減に努めています。なお、工事の発注等の手続きにおいては、社外有識
者等による「調達等審査委員会」の指導・助言を踏まえながら、適切性、透明性を確保しています。

調達コスト低減の切り口 調達コスト低減施策例

設計・仕様の見直し ・仕様の汎用化 ・調達品の要求仕様の緩和 ・工事内容の効率化 ・取引先からの提案 など

サプライヤーとの協働による
原価低減

・サプライヤーと協働による製造計画、流通を含めたサプライチェーン全体の最適化 など

発注の集約化・平準化 ・まとめ発注（他社との共同購買含む） ・繁忙期を避けた工期設定 ・ＳＣＭ改善活動 など

競争発注
・新規サプライヤー発掘 ・リバースオークション ・分離発注 ・順位配分競争 ・総合評価方式
・公募 など



• 経営効率化の成果の一部を内部留保することにより、資金調達コストの抑制に資する財務体質の強化に努め
ております。

• なお、東日本大震災以降、原子力プラントの再稼動が大きく遅延し、火力燃料費等の負担が著しく増加した
ことから、一時的に財務体質が大幅に悪化しましたが、引き続き財務体質の改善に取り組んでまいります。

２. （参考）財務体質（個別） ５
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２. （参考）普及開発関係費・寄付金・団体費 6

支出状況 備考

お客さまの幅広いニーズにお応えするために設定した料金
メニューの周知や、当社事業活動全般へのご理解を得るた
めの各種媒体を用いた広報活動など、必要不可欠な費用
を厳選した結果、普及開発関係費は85億円となりました。

寄付金の支出にあたっては、公益事業としての立場を踏ま
え、公益への寄与、地域社会への貢献等の観点から、
当該寄付の趣旨を慎重に考慮し、支出抑制に努めた結果、
総額で２億円となりました。
寄付金等に関する拠出手続きの適切性、透明性を確保
するために、外部の専門家等で構成される「調達等審査委
員会」を設置し、評価を受ける取り組みも実施しております。

各種団体へは、当社事業への有益性等を十分検討した
上で入会、支出しており、支出抑制に努めた結果、総額で
16億円となりました。

具体的な項目 2022実績

負荷平準化・省エネルギーを促進するための取組み、
料金メニューや各種サービス周知にかかる費用 53

原子力発電、再生可能エネルギーなど、当社事業
活動全般へのご理解を得るための広報活動 32

合 計 85

［普及開発関係費］

［寄付金］

［団体費］

※電気事業連合会、海外電力調査会、電力広域的運営推進機関、原子力安全推進協会 等

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

具体的な項目 2022実績

地方公共団体に対する寄付金および指定寄付金 0

特定公益増進法人に対する寄付金 1

その他寄付金 0

合 計 2

具体的な項目 2022実績

電気事業に係る諸団体への支出※ 12

経済団体等に対する会費 3

合 計 16



３．特定需要部門(規制部門)における販売電力量・収入の見込みと実績 7

（単位：億kWh、億円、％）

2022年度
2018年改定

（2018-2020年平均）
増減率

実績 想定

特定需要部門
（規制部門）計

電力量 153 243 ▲36.8

料金収入 3,674 5,547 ▲33.8

従量電灯A
（再掲）

電力量 104 170 ▲38.6

料金収入 2,375 3,699 ▲35.8

※電力量は、自家消費分（建設工事用・事業用電力）を含まない。
※料金収入は、燃料費調整額を含む一方で、遅収加算料金、延滞利息、太陽光発電促進付加金および再生可能エネルギー発電促進賦課金相当額を除く。
※増減率は対2018年改定時想定で計算している。
※電力量の想定は、用途別に実績傾向等を踏まえ想定している。
※料金水準については、電気の使用形態、使用期間、計量方法等による原価等の差異を反映している。



４．2023年度特定需要部門(規制部門)の収支見通しと電気料金 8

• 2023年度の特定需要部門（以下、規制部門）の収支については、燃料価格の高騰に伴い燃
料費調整の上限を超過していること等から厳しい見通しです。

• こうした厳しい状況が続いておりますが、規制部門の電気料金について、現行水準の維持に努める
べく、中期経営計画におけるコスト構造改革の取組みを進めており、現時点で値上げは考えており
ません。




